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第213回 全経簿記検定試験 上級 －会計学－  解 説  

模範解答・予想配点・解説等は，学校法人高橋学園が独自の見解によって作成しており，検定試験実施機関における本試験の解答並びに出題の
意図を保証するものではありません。なお，予告なしにその内容を変更する場合がございます。ご理解いただいたうえで，ご利用ください。 

 

問題１ 正誤問題 

 ＜参照規定＞ 

１．「企業会計原則」第一 四，注解１-２，１-３，１-４ 

２．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」４項，７項⑴ 

３．「資産除去債務に関する会計基準」11項 

４．「連結財務諸表に関する会計基準」38項 

５．「税効果会計に係る会基準」第二 二 ２項 

６．「金融商品に関する会計基準」33項 

７．「退職給付に関する会計基準」31項 

８．「１株当たり当期純利益に関する会計基準」12項，14項，15項 

９．「固定資産の減損に係る会計基準」二 ６ ⑵ 

10．「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」５項，６項 

 

 

問題２ 計算問題（「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準」） 

 問１ 「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準」第二 一，注解１，２ 

 問２ キャッシュ・フロー計算書（単位：千円） 

  ⑴ 直接法による営業活動によるキャッシュ・フロー 

   ① 営業収入 

 営 業 収 入  

B/S 売  掛  金 （ 期 首 ） 100,000 B/S 売  掛  金 （ 期 末 ） 120,000 

I/S 売 上 高 500,000 資 金 の 回 収 高 480,000 

  600,000   600,000 

   ② 商品の仕入支出 

 商 品 の 仕 入 支 出  

B/S 買  掛  金 （ 期 末 ） 72,000 B/S 買  掛  金 （ 期 首 ） 65,000 

B/S 商   品 （ 期 首 ） 82,000 B/S 商   品 （ 期 末 ） 63,500 

資 金 の 支 払 高 274,500 I/S 売 上 原 価 300,000 

  428,500   428,500 

   ③ 人件費の支出 

 人 件 費 の 支 出  

B/S 未 払 給 料 （ 期 末 ） 4,000 B/S 未 払 給 料 （ 期 首 ） 2,600 

資 金 の 支 払 高 41,600 I/S 給 料 43,000 

  45,600   45,600 

   ④ その他の営業支出 

 そ の 他 の 営 業 支 出  

B/S 前 払 地 代 （ 期 首 ） 4,000 B/S 前 払 地 代 （ 期 末 ） 6,500 

資 金 の 支 払 高 14,500 I/S 支 払 地 代 12,000 

  18,500   18,500 
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   ⑤ 利息の受取額 

 利 息 の 受 取 額  

I/S 受 取 利 息 1,500 B/S 未 収 利 息 （ 期 首 ） 200 

    資 金 の 回 収 高 1,300 

  1,500   1,500 

   ⑥ 利息の支払額 

 利 息 の 支 払 額  

B/S 未払社債利息（期末） 300 I/S 社 債 利 息 2,100 

資 金 の 支 払 高 1,800     

  2,100   18 

  ⑵ 間接法による営業活動によるキャッシュ・フロー 

   ① 非資金取引の取消 

⒜ 減価償却費       20,000千円（＋） 

    ⒝ 貸倒引当金の増加額 

      2,000千円（期首）＜ 2,400千円（期末）  ⇒ 400千円（＋） 

   ② 投資活動及び財務活動の区分に含まれる損益項目 

    ⒜ 有価証券売却益       2,000千円（－） 

    ⒝ 受取利息          1,500千円（－） 

    ⒞ 社債利息           2,100千円（＋） 

   ③ 営業損益に係る資産・負債の増減高 

    ⒜ 売上債権（売掛金）の増加額 

      100,000千円（期首）＜ 120,000千円（期末）   ⇒ 20,000千円（－） 

    ⒝ 棚卸資産（商品）の減少額 

      82,000千円（期首） ＞  63,500千円（期末）  ⇒ 18,500千円（＋） 

    ⒞ 仕入債務（買掛金）の増加額 

      65,000千円（期首） ＜  72,000千円（期末）   ⇒  7,000千円（＋） 

    ⒟ 前払費用の増加額 

      4,000千円（期首） ＜  6,500千円（期末）  ⇒  2,500千円（－） 

    ⒠ 未払費用の増加額 

      2,600千円（期首） ＞  4,000千円（期末）  ⇒  1,400千円（＋） 

  ⑶ 投資活動によるキャッシュ・フロー ⇒ △ 125,000千円 

   ① 有形固定資産の取得による支出  ⇒ △  90,000千円 

   ② 有価証券の売却による収入    ⇒    25,000千円 

   ③ 貸付けによる支出        ⇒ △  60,000千円 

  ⑷ 財務活動によるキャッシュ・フロー ⇒   55,000千円 

   ① 社債の発行による収入      ⇒   80,000千円 

   ② 配当金の支払いによる支出    ⇒ △ 25,000千円 
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問題３ 理論問題（「時価算定に関する会計基準，固定資産の減損に係る会計基準」） 

 問１ 「時価算定に関する会計基準」 

  ⑴ 「時価算定に関する会計基準」５項 

  ⑵ 「時価算定に関する会計基準の適用指針」５項 

 

 問２ 「固定資産の減損に係る会計基準」 

  ① 「固定資産の減損に係る会計基準」注解１ ４ 

  ② 「固定資産の減損に係る会計基準」注解１ ２ 

 


